
日本郵政公社の業務等の承継に関する実施計画に対する 

郵政民営化委員会の調査審議に向けた意見募集の結果 

 

平成１９年５月２３日 

郵政民営化委員会事務局 

 

番号 提出者 御意見の概要 

１ 社団法人全国地方銀行協会 経営規模の縮小について 

公正な競争条件の確保について 

地域との共存について 

内部管理態勢の検証と新規業務について 

郵便局会社のあり方について 

２ 社団法人第二地方銀行協会 規模の縮小について 

公平な競争条件の確保について 

内部管理態勢の整備について 

新規業務の取扱いについて 

３ 米国生命保険協会（ＡＣＬＩ）ほか４団体 実施計画本体の全文開示 

４ 社団法人日本損害保険代理業協会 郵便局株式会社による自動車保険の販売 

郵便局株式会社以外への簡易生命保険販売の委託 

５ ヤマト運輸株式会社 はじめに 

実施計画の適否の判断は原点に戻ることが必要 

 

資料４ 



番号 提出者 御意見の概要 

郵政民営化の必要条件が守られているか（その１） 

郵政民営化の必要条件が守られているか（その２） 

郵政民営化の必要条件が守られているか（その３） 

当該実施計画に対する具体的指摘事項 

まとめ 

６ 社団法人全国信用金庫協会 基本認識 

規模の縮小 

公正な競争条件の確保 

地域金融の安定 

７ 在日米国大使館 郵便保険会社と郵便貯金銀行 

エクスプレス・サービス事業 

８ 全国共済農業協同組合連合会 郵便保険会社について 

郵便局株式会社について 

その他 

９ 農林中央金庫 規模の縮小について 

公正な競争条件の確保について 

１０ 全国生命保険労働組合連合会 「新規業務」について 

「簡保の旧契約に係る利益と個人情報」について 

１１ 全国銀行員組合連合会議 郵便貯金銀行の新規業務参入 

１２ 社団法人全国信用組合中央協会 基本的な考え方 

実施計画について 

（注）以上のほか、中央郵便局の局舎の取扱いについて、社団法人日本建築家協会、ＤＯＣＯＭＯＭＯ Ｊａｐａｎ及び

１３名の個人から御意見をいただいた。また、郵便業務について、１名の個人から苦情の御意見をいただいた。 


